
具体的取組名 事業名 担当課・室名

県有財産の利活用推進 県有財産利活用推進事業 県有財産経営室 2 / 4

人材の育成と活用 政策県庁を担う人材育成推進事業 人事課 3 / 4

市町村との連携 市町村行政基盤拡充事業 市町村振興課 4 / 4

行財政改革アクションプランにおける具体的取組による施策区分

ページ

- 1 -



A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 48,759 73,927

事業費 13,759 38,927

（うち一般財源）

人件費 35,000 35,000

職員数（人） 3.50 3.50

２８年度 評価

２８年度 評価

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 県有財産利活用推進事業 事業期間 平成 １６ 年度～平成 ２７

［２．事業内容］

年度
行財政改革

アクションプラン
取組項目

資産マネジメントの強化

県有財産の利活用推進

総合評価 終了 事業実施課（室）名 県有財産経営室 評価者 県有財産経営室長　牧　敏弘

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　新県有財産利活用推進計画に基づいて売却等を進めているが、境界確認など権
利関係の調整に手間取る未利用地等も多く、地価が下落基調にある中で、いかに
収入確保を図るかが課題となっている。

事業の目的 　未利用財産の売却処分及び貸付け等による有効活用を推進する。

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①未利用地等の売却
　旧別府警察署等の未利用地・宿舎の売却（２６件）
　未利用地の売却にかかる測量、鑑定、広告等
②未利用財産等の貸付け
　未利用地・庁舎空きスペースの貸付け（２０件）
　自動販売機設置業者公募や庁舎等の壁面広告掲載による収入確保

・売却条件未整備物件を積極的に前
倒し広報することで、条件整備を効
率・効果的な時期に実施

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(　　年度)
今後の課題

入札回数（回）
目標値 12 12

a ・数回入札を試みても応札者がない売却困難物件の処分

実績値 19

11 8
達成率

23
達成率 158.3% 191.7%

122.2% 100.0%

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(２７年度)

広告回数（回）
目標値 9 8
実績値

事業の成果

県有財産の売却等による収入額
（１６年度からの累計・百万円）

　売却に向けた測量等の条件整備を迅速に進めつつ、売却物件の紹介時期を入札公
告前、条件整備段階から行う等の効果的な広報に取り組んだ。その結果、物件に関
心を持った者が購入を検討する期間を十分確保できたため、立地条件が悪い物件や
過去に応札がなかった物件を含めて早期売却を実現することができた。

実績値 9,834 11,207 11,207

達成率 110.0% 118.1% 118.1%

目標値 8,942 9,488 9,488

a

今後の事業方針

・新県有財産利活用推進計画に基づく本事業は平成２７年度で終了
・平成２８年度からは、新たに策定した県有財産総合経営計画に基づく「県有財産総合経営推進事業」を実施
・売却困難物件（複数回入札しても応札なし）に対する民間活用の促進

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

総務部用
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A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 6,659 8,758 10,017

事業費 2,659 3,758 5,017

（うち一般財源） 2,659 3,758 5,017

人件費 4,000 5,000 5,000

職員数（人） 0.40 0.50 0.50

２８年度 評価

655

15

２８年度 評価

90.0

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 政策県庁を担う人材育成推進事業 事業期間 平成 ２６ 年度～平成 ２８

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　県民ニーズに的確に応える政策県庁を実現するため「自ら考え自ら行動する職
員」の育成を図っているが、職員が主体的・自発的に能力開発を行いキャリア形
成を図ることができる環境整備が一層求められている。

事業の目的 　研修メニューの充実や女性職員のキャリア形成支援など職員研修制度の充実を図る。

［２．事業内容］

年度
行財政改革

アクションプラン
取組項目

組織の見直し・人材の育成活用

人材の育成と活用

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 人事課 評価者 人事課長　藤原　隆司

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①県・市町村職員の合同研修
　自治人材育成センター研修において市町村職員との合同研修を実施
②女性職員のキャリア形成支援
　女性職員交流セミナーの開催、メンター制度の拡充、育休職員への研修受講機会及び託児
サービスの提供
③九州・山口各県職員合同研修
　九州・山口各県中堅職員による、グループ毎の討議形式での研修等の実施

・講師の選定などをより効率的に実
施するため、合同研修を拡充

・メンター職員を課長級職員に加え
班総括までに拡大したことにより、
相談しやすい環境を実現

a
・受講当日のアンケート調査及び研修終了後２～３ヶ月経過後に実施するフォロー
アップ調査の検証を踏まえた研修内容の一層の充実
・研修効果の定着

実績値 672

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(　　年度)

625
達成率 86.8%

達成率 86.7% 126.7%

２７年度
最終達成

(　　年度)

89.0

達成率 95.7%

［３．事業の成果］

93.8%

育休職員の研修参加者数（人）

目標値 15 15
実績値 13 19

活動指標

今後の課題

自治人材育成センター研修
(ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修)の受講者数（人）

目標値 774 666

今後の事業方針

・年々増加傾向にある若手職員や女性職員の育成・支援を重点的に進めるとともに地方創生の実現に資する人材の育成を推進

98.9%

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

成果指標

事業の成果

研修生の受講満足度（％）

目標値 90.0 90.0

a

　研修生の受講満足度に応じて研修内容の変更や講師の交代を行い、より効果的・
効率的な研修を実施することができた。
　また、女性職員交流セミナーへの参加や育休中職員に受講機会を提供すること
で、女性職員のモチベーションアップにつながり、キャリア形成支援を図ることが
できた。

実績値 86.1

指標名（単位） 達成度 ２６年度

総務部用
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別紙２－４

A

（単位：千円）

コスト ２６年度（決算） ２７年度（決算） ２８年度(予算)

総コスト 38,267 34,433 46,215

事業費 32,267 28,433 40,215

（うち一般財源） 32,267 28,433 40,215

人件費 6,000 6,000 6,000

職員数（人） 0.60 0.60 0.60

２８年度 評価

4

２８年度 評価

318

事務事業評価調書
（事業実施年度：平成２７年度）

（評価実施年度：平成２８年度）

事業名 市町村行政基盤拡充事業 事業期間 平成 ７ 年度～平成

［２．事業内容］

年度
行財政改革

アクションプラン
取組項目

多様な主体との連携・協働の推進

市町村との連携

総合評価 継続・見直し 事業実施課（室）名 市町村振興課 評価者 市町村振興課長　山田　雅文

［１．現状・課題、目的］

現状・課題
　県は、市町村と定期的な協議を重ねることにより、平成２０年度以降、297項
目の事務について権限を移譲した。しかし、移譲の対象となる事務の内容によっ
ては、事務負担の増加等を理由に、移譲が進まない市町村がある。

事業の目的
　住民に対する行政サービスの向上や行政の効率化を図るとともに、地域の自主性・自立性
を高め、個性豊かで活力に満ちた地域づくりの実現を図るために、県から市町村への権限移
譲を推進する。

活動名及び活動内容 事業実施年度における効率化の取組状況

①権限移譲事務市町村交付金
　市町村に移譲された事務について、事務処理経費を財源措置（27事務）
②大分県市町村権限移譲ワーキンググループ会議
　県及び各市町村の権限移譲担当課長等をメンバーとして年4回開催
　（主な内容）
　　・権限移譲に向けた課題に対する意見交換
　　・国の動向に係る情報提供及び技術的助言

・物価変動等の諸事情を勘案して原
則3年に1回は交付金の基準単価を改
定（28年度改定）
・全国的な動向を踏まえた移譲対象
事務の検討

活動指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(　　年度)
今後の課題

大分県市町村権限移譲ワーキング
グループ会議等の開催回数（回）

目標値 4 4

a
・継続協議中の移譲候補事務に係る懸案事項の解決
・今後の権限移譲推進に向けたこれまでの移譲方式、会議の開催形態等の検証
・新たな移譲事務の掘り起こし

実績値 4

達成率

4
達成率 100.0% 100.0%

［３．事業の成果］

成果指標

指標名（単位） 達成度 ２６年度 ２７年度
最終達成

(　　年度)

目標値
実績値

事業の成果

市町村への事務移譲数（地方自治
法第252条の17の2第2項に基づく協
議終了ベース・平成18年度以降累
計）

　大分県市町村権限移譲ワーキンググループ会議や個別協議を重ね、市町村の権限
移譲に対する理解を深めた。その結果、旅券法に係る事務は大分市、液化石油ガス
法に係る事務は大分市、別府市を除く16市町村、農地法に係る事務は宇佐市との協
議が調い、市町村によるサービスの向上が見込まれることとなった。

実績値 279 297

達成率 94.3% 100.3%

目標値 296 296

a

今後の事業方針

・プラン2005に掲げた数値目標は達成したが、移譲した事務に要する財源を市町村へ交付するとともに、引き続き権限移譲を進めるため、事業は継続
・市町村に対する権限移譲の推進に向け、大分県市町村権限移譲ワーキンググループ会議や個別協議を継続
・移譲が完了していない３事務については引き続き移譲の取組を進め、新たな対象については、全国で移譲が進んでいる事務について本県で実施可能か検討
・市町村に移譲された事務に係る行政サービスが円滑に提供されるように、情報提供や技術的助言などフォローアップを実施
・国の動向を踏まえ、市町村が提案募集方式等を積極的に活用し、分権型社会にふさわしい行財政基盤を確立できるよう、情報提供や技術的助言を実施

［４．今後の方向性等］

今後の方向性 終了 継続・見直し 例外的に継続 廃止

総務部用
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